
資産状況に変化？「投資」が資産を押し上げた可能性も！？ 

人々の「お金」の持ち方に変化が出てきているようです。20歳以上80歳未満の5,000世帯を

対象とした最新調査（家計の金融行動に関する世論調査2025年）によると、二人以上世帯の金

融資産の平均額は1,940万円と、前年（1,374万円）に比べて大きく伸びる結果となりました。

特に、2025年は「有価証券（株式や投資信託等）」の金額が大幅に増えており、新NISAの普及

や株価上昇をきっかけに、多くの方が運用に一歩踏み出したことが要因の一つかもしれませ

ん。また、2015年との比較では、「預貯金ゼロ」世帯が減る一方で、資産3,000万円以上の世帯

が増加する傾向も。これには運用の成果が資産を育てる「良いサイクル」に入った世帯が増え

たとも考えられます。インフレが続くなか、資産運用の有無が金融資産額に大きく影響してく

る…。そんな傾向が、この調査結果は示唆しているようです。 

 

2026年 

3月号 

 

さくらマネー通信 №104 
〜気軽に読めて役に立つマネー情報をお届けします！〜 

「雛人形を片付けないと嫁に行き遅れ

る」と言うのには理由があります。雛人形

には穢れを移し不幸を遠ざける意味があ

る為早めに片付けた方が良く、婚礼の様子

を表している為片付く＝嫁に行くと捉え

られています。 

更に、片付け上 

手に躾けるとい 

う意味もあるそ 

うです。 

 

 

800万円以下の不動産の売買仲介におい

て、宅地建物取引業者が売主から受け取

ることができる報酬の上限額はいくらで

しょうか？（消費税抜きの金額） 

 

１.30万円 

２.代金の4％＋2万円 

３.代金の3％＋6万円 

 

（答えは裏面にあります！） 

 

(％) 

(万円) 

(万円) 



  

「働くと年金がカットされる」——そんな不安を抱える方に朗報です。2026年4月より在職老

齢年金制度が緩和され、年金支給停止のボーダーラインが大幅に引き上げられます。 

これまで厚生年金の基本月額（※）と賃金の合計が「51万円」を超えると厚生年金が一部

支給停止されていましたが、改正後はこの基準額が「65万円」となります。対象は60歳以上

の働く方全員です。なお、この「65万円」は2026年度の数値であり、今後も賃金や物価の変

動に応じて毎年改定される可能性があります。 

【減額時の計算式】 停止額 ＝（基本月額 ＋ 総報酬月額相当額 － 65万円）÷ 2 

 例えば、賃金46万円・基本月額10万円（合計56万円）の場合、現行では月2.5万円が停止さ

れますが、改正後は全額支給さ 

れます。ちなみに、老齢基礎年 

金は、どれだけ稼いでもカット 

されません。 

「生涯現役」を目指す方にと 

って、この「枠拡大」は大きな 

追い風ですね。 

（※基本月額とは、加給年金を除いた老齢 

厚生年金の月額のこと） 

2026年4月始動！「働くシニア」に嬉しい年金改正 

答えは 

１.30万円  

 

 

 

2024年7月より800万円以下の売買は、事

前合意で売主・買主各々から最大30万円

（税抜）の受領が可能に。従来の計算式よ

り報酬が増え、少額の不動産売買を促す仕

組みとなりました。 

 

 

合同会社さくらコンフォートライフ 鈴木 博幸 

 新NISA・資産運用で、お悩みの方は、お気軽に‼ 

お問い合わせは LINE ID:suzukihiro827 まで！ 

 

 

文章や画像などを投稿できる人気プラット

フォーム 「note」。 

財務省は、この「note」に公式アカウント

を開設しました。専門的な政策の内容や背景

等を、国民にわかりやすく伝えるための新し

い取り組みです。初回の投稿では 片山財務

大臣の挨拶が掲載されています。 

今後、財務省で働く職員が月 1〜2 回の頻

度で投稿を目指すと説明されています。 

 まずはじっくり目を通してみたいですね。 

  

ここには、編集後記を入れましょう。 

写真画像を使うのも効果的です！ 

出典：在職老齢年金制度の見直しについてのチラシ /厚労省 

 


